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後 記
紀要第21号が出来上がりましたので、ここにお届けし 1たします。
本巻では、特集で「学校と家庭・地域との関係」を取り上げました。言うまでもなく、現在、様々
な方面で21世紀を前にした教育の在り方が関われているところでありますし、間もなく戦後教育
が半世紀を経過することから、学校の諸問題についても数多くの論稿がみられるところです。近
年では、臨時教育審議会が生涯学習体系への移行を標携し、学校週5日制が部分的に導入されるよ
うになってからは、「開かれた学校づくり」の一環として、実践的にも学校、家庭、地域の関係が
向われてきたところでもあります。また、今日では中央教育審議会に諮問された 121世紀を展望
した教育の在り方Jの検討課題の一つに「学校・家庭・地域社会の役割と連携の在り方Jが設定
されたことから、各方面で取り上げられるようになりました。そうした点では、この特集のテー
マ自体に新鮮味があるわけではありません。
にもかかわらず、あえて f学校と家庭・地域との関係Jを取り上げたのは、それが学校論ある
いは学校経営の基本問題であるという認識によるものです。本研究会では設立当初より、学校の
理論化をこれまで継続して探究してきているところですが、上記のテーマを紀要の特集として設
定してきておりません。意外といえば意外ですが、これまでの学校論では対象の特定よりも、そ
の方法論に力点が置かれてきたからでしょう。このような点からしますと、今回のテーマ設定は
学校論の新たな一歩でもあるわけです。さらに、これまで理論面に傾斜しがちでしたが、理論と
実践の統合を目指しました。徳山先生からは教育実践をベースにした論稿をお寄せいただきまし
た。ご多忙のところのご寄稿に、この場を拝借して感謝申し上げます。
これまでと同様に、読者諸兄のご叱正を賜われば幸いです。
(大西)
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